
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

（対応）

□監査

要求からの主な変更点 要求どおり

概　算

人件費

 概算事業費（B（A）+C） 9,459 8,900 8,305 1,863 1,863

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度 26年度 27要求27要求27要求27要求 27予算案27予算案27予算案27予算案 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

H26末

（見込）

H27
H28

目標
当初予算 目標 成果 達成状況

6,000人

1,037

-

　普及啓発実施者数　延べ6000人

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27実施内容

H26 H27

（要求） （予算案）

森林災害予防普及啓発費

（旧　災害予防管理）

直接

森林保険加入促進ロゴを印刷した啓発用物品の作

成、配布

1,037

保険取扱事務（直接分） 直接 事務用品、啓発物品の購入等 1,683

（当初）

54 1,037

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

4,129 4,129 4,129 826 826

0.50 0.50 0.50 0.10 0.10

指摘事項等への対応 （指摘事項等）

5,330 5,628 4,176

0 0 0 1,037 1,037

5,330 4,771

災害予防機器

配備(単年)

２台 -

補正予算
普及啓発実施

人数(単年)
合計（A) 5,330 5,628 4,176 1,037 1,037

Aの

財源

5,330 5,628 4,176 1,037

4,176 1,037 1,037合計

引受業務及び維持管理業務 委託

保険契約内容確認、債券及び歳入徴収内訳書の作

成、継続加入者への通知等

2,439

県が関与

する理由

～

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

独立行政法人森林総合研究所法第12条第１項

県民との協働による実施： 検討中

目指す姿

森林保険への加入を促進し、火災や気象災、噴火災に対する備えを定着させることにより、森林資源の充実と林業者の森林経営の安

定を図る。

現状

（予算編成

時）

平成26年度まで、森林国営保険事業の付帯事業として、災害予防管理事業を実施。災害予防物品（水のう付き背負いポンプ）を購入し

て各地方事務所に配備してきた。

森林保険業務が平成27年度から独立行政法人森林総合研究所へ移管されることに伴い、保険取扱事務及び引受業務等は廃止となる

が、災害予防普及啓発に関しては事業内容が拡充される。具体的には予防ではなく森林保険加入促進が主目的となることから、日頃

業務で使用する啓発物品を購入し、林業関係者に配布して保険加入意識高揚のための普及啓発活動を行う。

事業番号 10 04 05 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 森林災害予防普及啓発事業森林災害予防普及啓発事業森林災害予防普及啓発事業森林災害予防普及啓発事業
担

当

課

部局 林務部

課・室 森林づくり推進課

総合５か

年計画

プロジェクト  E-mail shinrin@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－４ 森林を活かす力強い林業・木材産業づくり

３　多様な森林の整備の推進 実施期間 S12


